
は じ め に

１９９７年にタイ通貨不安を契機に発生したアジア経済危

機によって，高度経済成長を遂げてきた東南アジア諸国

は一転して深刻な経済不況に直面することとなった。こ

の結果，東南アジア諸国の一般家計は，失業率の増加お

よび実質的な所得減少（あるいは所得の伸び悩み）に直

面することになった。それゆえに，アジア経済危機が東

南アジア諸国における家計の消費支出行動に何らかの影

響を及ぼしたと推察されるものの，統計データの制約も

あってほとんど経済学的な議論は行われていない。

そこで本稿では，マレーシアを一事例として取り上げ，

アジア経済危機が家計の食料消費行動に及ぼした影響を

計量分析を用いて明らかにすることを主たる目的とする１。

そのために，Podder and Binh（１９９４）によって提示された

エンゲルの支出弾力性の計測方法を用いることによって，

アジア経済危機の前後で食料消費（外食を含む）の支出

弾力性の値がどのように変化したかを検討する。

なお本稿では，マレーシアの総人口の８０％以上が居住

している西マレーシア（マレー半島部）のみを分析対象

とし，西マレーシアとは民族構成および経済構造が大き

く異なる東マレーシア（ボルネオ島北部のサバ・サラワ

ク両州）については言及しなかったことをお断りしてお

く。

デ ー タ

マレーシアでは，すべての食料品について，項目別に

信頼性の高い時系列データを入手することは極めて困難

である。これに加えて，仮に時系列データが入手できた

としても，アジア経済危機が発生した１９９７年以降の２か

ら３年分であり，計量分析を行うには必ずしも十分とは

いえない。

そこで本稿では，信頼性が非常に高いとされる家計調

査の集計データを用いることにする。マレーシアにおけ

る家計調査のサンプル数は１万世帯（１９９８／９９年調査）で

あり，日本の約８，０００世帯を大きく上回っている。マレー

シアの総人口が日本の約７分の１程度であることを考慮

すると，母集団からのサンプル抽出率はマレーシアの方

がかなり高い２。
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近年マレーシアでは，アジア経済危機前の１９９３／９４年と

危機直後の１９９８／９９年に家計調査が実施されており

（Jabatan Perangkaan Malaysia,１９９５and２０００），これらの横

断面データを詳細に分析することによって，アジア経済

危機が家計の食料消費支出に及ぼした影響を明らかにす

ることが可能となる。

分 析 モ デ ル

エンゲルの支出弾力性を計算する方法として，主に次

のような２つのアプローチが提示されている。つまり，

�エンゲル曲線の関数形をワーキング・レッサー型など
に特定化して弾力性を計算する方法，�支出額のローレ
ンツ曲線を計測し，その計測結果を用いて支出弾力性を

算出する方法である（石田 ２００１）。本稿では，支出階級

別標本数のばらつきによる計測結果のバイアスを除去す

るために，後者の手法―とくに Podder and Binh（１９９４）

の提示した手法―を用いることにする３。

ここで，本稿で用いた分析モデルを説明することにし

よう。�をある世帯の総支出額，����を�の確率密度関数
とすると総支出額が�以下である世帯数の比率����は，
下の（１）式のように ����を積分することによって求めるこ
とができる。�����)������
� （１）

また，ある世帯における �財への１人当たり支出額を����とすると， 総支出額に占める �財への支出比率は����������� となる。 ここで， �����と �の累積比率
（cumulative proportion）を�����と����とすると，������ �������# $)�����������
� （２）

����� �����)�������
� （３）

さらに，�����と�のローレンツ曲線あるいは集中度曲
線を各々	����と	���とすると，（１）式～（３）式から次の
関係式が得られる。	������ ������������ ���"�"!!!!"� （４）

	������� ������������' (������������� �������# $������������ ���"�"!!!!"� （５）

	������� （６）

	������ ������ （７）

ただし，����� �����������% &
は �財の支出弾力性， ��

と�は�����と�の平均値（������# $
，����）である。さ

らに（４）式～（７）式を整理すると，次の関係式が得られる。������	������	����	�����	������� ���"�"!!!!"� （８）

具体的に（８）式を用いて支出弾力性を算出するためには，

ローレンツ曲線の関数形を特定化する必要がある。本書

では，ローレンツ曲線を Kakwani and Podder（１９７３）と

Podder and Binh（１９９４）が用いた次式のように特定化し

た。	����������������� （９）	�������������� （１０）

ここで便宜的に���	������	�����"���	����	�����と定義し，
（９）式と（１０）式を微分した後に整理すると，次式が得られ

る。����������������������� ��� （１１）

��� ��������������� （１２）

この（１１）式と（１２）式を（８）式に代入することによって，

支出水準�での �財の支出弾力性を算出する次式が得られ
る４。�������������������������� � ��������������� （１３）

このように上記（１３）式から �財の支出弾力性を算出する
ことができる。（９）式と（１０）式の両辺に対数をとると次式

のとおりとなり，OLSによってパラメータを推計するこ

とができる。���������# $�����������# $����������# $� � （１４）�������# $���������# $��������# $� （１５）

考 察

本節では，前節において提示した分析枠組みを用いて

計測した結果について検討を加えることにしよう。（１４）

式と（１５）式の計測結果については紙幅の関係から割愛

したが，いずれの計測式においても決定係数の値は高く，
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計測結果の信頼性は高いといえる。

（１４）式と（１５）式の計測結果を（１３）式に代入することに

よって得られた弾力性の計測結果は表１のとおりである。

下位所得階層（p＝０．２５，総支出額の順位が下から数え

て全体の２５％番目である―例えばサンプル総数が１００世

帯であれば２５番目に支出額が低い―世帯を意味する），

中位所得階層（p＝０．５），上位所得階層（p＝０．７５）にわ

けて支出弾力性を示した。

計測を行った１９９３／９４年および１９９８／９９年とも，相対的

に米の支出弾力性はかなり小さい。具体的に弾力性の値

（p＝０．５）を示すと，９３／９４年は０．３７５，９８／９９年は０．３９１

であった。このような本稿の分析結果は，時系列データ

を用いた米消費の計量分析の結果（たとえばAhmad,１９９０

や Nik Faud,１９９３）と整合的である。

ここで留意すべきことは，９３／９４年と９８／９９年の結果を

比較したときに，米の弾力性が中位・上位所得階層にお

いて上昇していることである。経済発展に伴って，劣等

財化した米の支出弾力性は減少基調に推移するのが一般

的である。そうした一般経験則に反して米の支出弾力性

はなぜ上昇したのであろうか。

結論を先取りすれば，支出抑制のために，食料消費の

ウェイトが外食から家庭内食にシフトしたことが原因と

して指摘できよう。事実，中位・上位所得階層の外食費

の支出弾力性はアジア経済危機を境に減少している（後

述）。さらに，家庭内消費項目である肉類，牛乳・乳製品

類，魚介類，油脂類，果実・野菜類についても，中位・

上位階層の支出弾力性は大きくなっており，外食から家

庭内食へのシフトが裏付けられる。これに加えて，マレー

シアにおける過去の歴史的経験―第１次・第２次石油ショッ

クによる景気後退期に，米の支出弾力性が上昇し，反対

に外食費のそれが低下した事実（Ishida et al., forthcoming）

―を勘案すると，米の支出弾力性が低下した理由として，

アジア経済危機の影響によって食料消費に占める外食の

比重が低下し，かわって家庭内食のウェイトが増加した

ことがあげられよう。

米とは反対に，家庭内の食料品項目において最も高い

支出弾力性の値をとっているのは肉類である。１９９３／９４年

の上位階層（p＝０．７５）を除くと，いずれの計測年・階層

においても肉類の支出弾力性は１を上回っている（つま

り，肉類は上級財である）。また前述したとおり，外食か

ら家庭内食へのシフトに伴って，中位・上位所得階層で

は肉類の支出弾力性が増加している。

また肉類以外の家庭内消費項目についても，概して中

位・上位所得階層では支出弾力性が上昇している。こう

した事実を総じて判断すると，アジア経済危機の発生に

関係なく，米中心から肉類や野菜・果実，牛乳・乳製品

類を加えた，より多様化した食料支出の構造変化が今後

も持続すると推察される。

こうした家庭内における食料支出構造の変化を踏まえ

つつ，外食費の支出弾力性についてみていくことにしよ

う。前述のとおり，中位・上位所得階層において，外食

の支出弾力性は大幅に低下している。具体的に計測結果

を示すと，それぞれの階層の弾力性は，１９９３／９４年の１．００２

と１．０８０から９８／９９年には０．９１３と０．９２０に変化している。

それでは，なぜ下位所得階層では，逆に外食費の弾力

性が９３／９４年の０．８０８から０．８９１に増加しているのであろ

うか。また，この事実の裏返しとして，なぜ米および他

の多くの家庭内消費項目の弾力性は低下したのであろう

か。

十分な統計データが入手できない現時点ではあくまで

表１ 支出弾力性の計測結果

１９９３／９４年 １９９８／９９年
p＝０．２５ p＝０．５０ p＝０．７５ p＝０．２５ p＝０．５０ p＝０．７５

米 ０．５６５ ０．３７５ ０．１８３ ０．４６６ ０．３９１ ０．２８１
パンおよび米以外の穀類 ０．７９３ ０．７００ ０．６３５ ０．７４８ ０．６４０ ０．５６０
肉類 １．２７４ １．０３５ ０．９２５ １．１３３ １．１２０ １．１１８
魚介類 ０．７４４ ０．５６６ ０．４３１ ０．６８４ ０．６３０ ０．５７７
牛乳・乳製品類 １．０８９ ０．７６８ ０．５８４ ０．９１９ ０．７７７ ０．６９７
油脂類 ０．８６９ ０．７００ ０．５９３ ０．７２８ ０．７４６ ０．７４０
果実・野菜類 ０．９１３ ０．７８３ ０．７０８ ０．８１２ ０．７９６ ０．７７９
砂糖 ０．４２３ ０．１２５ －０．２６５ ０．３５３ ０．２０５ －０．０２０
その他 １．００６ ０．９６１ ０．９３９ ０．８４５ ０．６９７ ０．６０３
外食 ０．８０８ １．００２ １．０８０ ０．８９１ ０．９１３ ０．９２０
食料費 ０．８２４ ０．８０１ ０．７８１ ０．７６１ ０．７０９ ０．６６７
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推論に基づく議論しかできないが，アジア経済危機の悪

影響を受けたのは中位・上位所得階層であり，下位所得

階層への影響は意外と小さかったことが指摘できる。

マレーシアにおいて景気後退の影響を最も蒙ったのは，

バブル崩壊期の日本と同様に，金融業，不動産業，建設

業，そしてサービス業であった。中位・上位所得階層の

中には，これら産業に従事する者の比重が相対的に高かっ

たがゆえに，給与所得の減少（あるいは伸び悩み）を経

験した世帯が多かったと推察される。さらに不動産や株

式などの資産価格の暴落は，中位・上位所得階層の資産

額を大幅に減少させたと考えられる。つまり，所得・資

産への影響が大きかった中位・上位所得階層が支出抑制

のために「奢侈財」としての性格を有する外食から家庭

内食へと切り替えたと考察できる。

これに対して，土地などの資産額が相対的に少なく，

かつ国際市場の動向とは無縁な産業に従事している者の

比重が多い下位所得階層にとって，アジア経済危機に伴

う景気後退の影響は意外と小さかった。このため，下位

所得階層では，１９８０年代後半以降の高度経済成長期に観

察された家庭内食から外食への消費シフト（Ishida et al.,

forthcoming）が，アジア経済危機によって外食から家庭内

食へと反転しなかったと考えられよう。

いずれにせよ，アジア経済危機が東南アジア諸国の食

料消費構造に及ぼした影響については十分に検討が行わ

れておらず，今後の研究成果に注目すべきであろう。

注

１．アジア経済危機がマレーシア経済に及ぼした影響につ

いては，Okposin and Cheng（２０００）に詳しい。

２．日本のサンプル数が少ないのは，抽出された家計に対

する調査期間が６ヵ月（マレーシアは１ヵ月）と長い

ためであろう。

３．ローレンツ曲線を用いて支出弾力性の計測を行う方法

は Kakwani（１９７７,１９７８）, Kakwani and Podder（１９７３）

によって提示され，その後も横断面データの需要分析

のために Binh and Podder（１９９２）, Haque（１９８９）,石田・

会田ほか（１９９９）, Ishida, Law and Aita（forthcoming）,

Podder and Binh（１９９４）などで用いられている。なお，

マレーシアを事例対象として，エンゲルの支出弾力性

を計算した先行研究としては，Arief（１９８０）, Ishida et

al.（forthcoming）, Oczkowski and Perumal（１９９２）などが

ある。

４．Cramer（１９６９）を用いることによって，支出弾力性の

分散を計算することはできるが，算出方法および計算

結果については紙幅の関係から割愛した。なお，分散

の算出式については，Podder and Binh（１９９４）を参照さ

れたい。

参 考 文 献

１．Ahmad, Z. B.（１９９０）The Malaysian Rice Policy: Wel-

fare Analysis of Current and Alternative Programs, Ph.

D. dissertation for University of Illinois.

２．Arief, S.（１９８０）A Test of Leser’s Model of Household

Consumption Expenditure in Malaysia and Singapore, re-

search notes and discussions paper２３, Institute of South-

east Asian Studies.

３．Binh, T.N. and N. Podder（１９９２）On the Estimation of

Total Expenditure Elasticities from Derived Engel Func-

tions with Applications to Australian Micro-Data, Eco-

nomic Record ,６８．

４．Cramer, J.S.（１９６９）Empirical Econometrics, North-

Holland.

５．Haque, M.O.（１９８９）Estimation of Engel Elasticities from

Concentration Curves, Journal of Economic Development,

１４（１）．

６．石田章（２０００）マレーシア農業の政治力学，第２章，

日本経済評論社。

７．石田章，会田陽久，明石光一郎，横山繁樹（１９９９）イ

ンドネシアにおける食料消費支出の変化―家計調査

データの計量分析―，農業総合研究，５０（４）。

８．Ishida., A, S.H. Law and Y. Aita（forthcoming）Changes

in Food Consumption Expenditure in Malaysia, Agribusi-

ness: An International Journal ,１９（１）．

９．Jabatan Perangkaan Malaysia（１９９５）Laporan Penyiasa-

tan Perbelanjaan Isi Rumah 1993/94．

１０．Jabatan Perangkaan Malaysia（２０００）Laporan Penyiasa-

tan Perbelanjaan Isi Rumah 1998/99．

１１．Kakwani, N.C.（１９７７）On the Estimation of Engel Elas-

ticities from Grouped Observations with Application to

Indonesian Data, Journal of Econometrics ,６（１）．

１２．Kakwani, N.C.（１９７８）A New Method of Estimating Engel

Elasticities, Journal of Econometrics ,８（１）．

１３．Kakwani, N.C. and N. Podder（１９７３）On the Estimation

of Lorenz Curves from Grouped Observations, Interna-

tional Economic Review ,１４（２）．

１４．Nik Faud, K.（１９９３）Government Policy Impacts on the

６８ 島根大学生物資源科学部研究報告 第７号



Malaysian Rice Sector, MARDI.

１５．Oczkowski, E. and M. Perumal（１９９２）On the Estimation

of Total Expenditure Elasticities Using Limited Depend-

ent Variable Models for Malaysia, Singapore Economic

Review ,３７（１）．

１６．Okposin, S.B. and M.Y. Cheng（２０００）Economic Crises

in Malaysia: Causes, Implications & Policy Prescriptions,

Pelanduk Publications.

１７．Podder, N. and T.N. Binh（１９９４）A New Approach to

Estimating Engel Elasticities from Cencentration Curves,

Oxford Economic Papers ,４６（２）．

石田ほか：アジア経済危機と食料消費支出 ６９


